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 制度の概要

環境省が実施するグリーンファイナンス市場の健全な拡大を促進する補助制度です。グリー

ンファイナンスサポーターズ制度に登録された支援機関が行う外部レビューやコンサルティ

ング業務の費用を補助することで、企業や自治体の脱炭素事業への資金調達を支援します。

2050年カーボンニュートラル達成には巨額の民間投資が必要であり、グリーンボンドやグリ

ーンローン等の裾野拡大と質の担保が重要です。本制度は資金調達時の追加的費用負担を軽

減し、健全な市場発展を強力に推進します。

 支援内容

□ 外部レビュー事業

最大2,000万円 補助率：30%又は60%

※1つの資金調達支援計画単位

□ コンサルティング事業

最大2,000万円 補助率：50%

※1つの資金調達支援計画単位

 対象者

 補足事項

 採択率向上のポイント

 戦略的分析

【市場拡大の背景】

【段階的なステップアップ戦略】

 グリーンファイナンス市場の成長

国内グリーンボンド発行額（2019-2024年）：着実な成長を継続

平均年間成長率：約35%（市場拡大期）

 対象分野と事例

脱炭素化事業分野 代表的な取組例

再生可能エネルギー 太陽光、風力発電設備の建設・運営

省エネルギー 高効率設備導入、エネルギー管理システム

グリーンビルディング 省エネ建築物の新築・改修事業

クリーンな運輸 電気自動車、水素燃料車関連事業

その他脱炭素事業 CO2回収・利用、森林管理事業等

 専門家活用のススメ

 必要書類とチェックポイント

提出書類 チェックポイント

補助金交付申請書

グリーンボンド等補助対象要件確認

シート

資金調達支援業務計画書

その他添付書類

 申請スケジュール

 問い合わせ

制度詳細 https://epc.or.jp/fund_dept/グリーンファイナンス普及拡大促進事業

申請システム https://www.jgrants-portal.go.jp/
※一部様式はjGrantsでの提出予定

お問い合わせ 一般社団法人環境パートナーシップ会議（EPC）

グリーンファイナンスの普及・拡大促進事業事務局

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前五丁目53番67号　コスモス青山B1F

※お問い合せは制度詳細ページよりお願いいたします。

グリーンボンド・ローンへの外部レビュー

サステナビリティボンド等への外部レビュー

サステナビリティ・リンク・ボンド等

グリーンボンドフレームワーク整備

自治体・中小企業の資金調達支援

グリーンファイナンスサポーターズ制度登録機関

証券会社、銀行、外部レビュー機関等

資金調達支援業務を行う民間事業者

コンサルティング部門・外部レビュー部門

サポーターズ制度への事前登録が申請必須

国内脱炭素化事業への資金充当が条件

フレームワーク公表が必要な場合あり

複数回利用時も同一補助率を適用

事前登録の完了：サポーターズ制度への登録要件充足と早期申請

適格要件の確認：国内脱炭素化事業50%以上の資金充当条件

ガイドライン適合：環境省ガイドラインとの整合性確保

質の担保：グリーンウォッシュ回避と透明性確保

カーボンニュートラル実現には巨額の民間資金導入が不可欠

現在のグリーンファイナンス実施企業はまだ一部に留まる

裾野拡大と質の担保が同時に求められる状況

第1段階：サポーターズ制度登録と体制整備

第2段階：外部レビューから開始し実績構築

第3段階：コンサルティング業務拡大で付加価値向上

登録要件の確認：サポーターズ制度の複雑な登録要件を専門家と確認

案件適格性評価：脱炭素化事業の適格性判定と書類準備

継続的な関係構築：資金調達者との長期的なパートナーシップ構築

市場動向の把握：グリーンファイナンス市場の最新動向と機会発掘

サポーターズ制度登録番号の正確な記載

資金調達支援計画の詳細な内容記述

補助対象経費の明確な区分と積算根拠

国内脱炭素化事業の50%以上充当確認

ガイドライン適合性の詳細説明

外部レビュー又はコンサルティングの具体

的内容



スケジュールと成果物の明確化

会社概要、財務状況を示す資料

既存業務実績を証明する書類

事前準備期間

サポーターズ制度への登録完了が必須。登録審査に2-3週間要す。

資金調達支援計画の策定と関係書類準備も並行実施。

公募期間

令和7年5月15日（木）～随時受付

資金調達支援業務が令和8年2月27日までに完了する日程まで。

※予算に達した時点で受付終了。

審査期間

書類審査及び必要に応じてヒアリング実施

交付決定通知

審査完了後、速やかに通知

一部はjGrantsでの提出予定

事業実施・完了報告

令和8年2月27日までに業務完了。

完了後速やかに実績報告書提出が必須。

https://epc.or.jp/fund_dept/%E3%82%B0%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%83%B3%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%8A%E3%83%B3%E3%82%B9%E3%81%AE%E6%99%AE%E5%8F%8A%E3%83%BB%E6%8B%A1%E5%A4%A7%E4%BF%83%E9%80%B2%E4%BA%8B%E6%A5%AD%EF%BC%88%E8%84%B1%E7%82%AD%E7%B4%A0%E9%96%A2%E9%80%A3%E9%83%A8%E9%96%80%EF%BC%89/
https://www.jgrants-portal.go.jp/

